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昭和 10 年代日本の海外放送とタイ・バンコク 
－ラジオ放送聴取普及、ラジオ塔とラジオ体操が担ったこと－ 

 

沼田尚道 

 

1. はじめに 

 本稿は、昭和 10年代における日本の海外放送・国際放送の展開とタイにおけるラジオ放

送聴取動向との関係を、文化交流的観点(ソフト面)に加え、電気通信・放送分野の施設整備

的観点(ハード面)に重点を置き、分野横断的・複眼的に取りまとめようとするものである。

日タイ交流分野におけるラジオ放送に係る先行研究には田中(2015)、酒井(2019)がある。し

かしながら、いずれもラジオ放送の技術的・施設整備的側面には踏み込んでいない。 

「文化とは、單に机上論や紙に書いたもの等の靜的なものであつてはならない。文化の本質

は動的なる生活に根ざして居なければならない」と主張する松前重義 1は、戦時下における

文化工策について「第一は教育」「第二は文化指導施設としての放送施設の擴充」であると

指摘する[松前(1943:203-205)]。 

1840年代、世界各地の新聞・通信社は、英国の「ケーブル網による通信に依存したため、

世界の言論は英國によつて完全に掌握指導せられるに至つた」。欧州大戦において英国が

「自國側に有利に世界の言論を指導し」得たのは「この有力なるケーブル網の採用にあつ

た」。20世紀になると、従来の有線通信に対し新たな技術として無線通信が歴史の檜舞台に

 

図１ イタリア記念切手「マルコーニによる無線通信 100 周年」（筆者所蔵） 

1995 年に、グリエルモ・マルコーニによる最初の無線通信実験から 100 周年を

記念して発行された記念切手。イタリア・ボローニャ郊外にあるヴィラ・グリ

フォーネが描かれている。マルコーニはこの建物の部屋で 19 世紀末から 20 世

紀初頭にかけて、無線実験に取り組んだ[沼田(2009)]。 
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登場する。1901 年にイタリアのマルコーニが大西洋横断の無線通信に成功して、国境を越

えて世界各地と直接通信をつなげる道を開いたのだ。無線通信は「國境の存在による國家主

權の支配を受けて、檢閲によつて宣傳の目的を達し得ない」というケーブルが持つ情報流布

の欠点を一気に解決した。そして、電波伝播の研究が急速に進み、波長に応じて特性が異な

ることが明らかになると、長波は大電力による長距離通信、中波は比較的近距離の地域内に

おける放送に用いられた。そして、短波は、地球を取り巻く電離層によって反射されること

により長距離通信が実現できるという特徴から、国境を越える放送に用いられるようにな

った。大東亜戦争の頃までに「最も放送言論陣を擴充したのは獨逸と英國、次いで佛伊の兩

國である。就中、英國は夙に無線技術の發展に着眼し、短波を世界放送に利用したる最初の

國家」であった[松前(1943:150-152)]。 

 

 

2．タイ・バンコクにおけるラジオ放送の聴取 

2.1.『メナムの残照』に表現されたラジオ放送 

トムヤンティ 2の小説『คูก่รรม（クーカム）』は、たびたびテレビドラマ化・映画化されて

おり、地元タイでは世代を超えて広く知られている。日本語タイトルは『メナムの残照』[ﾄ

ﾑﾔﾝﾃｨ(1987)]である。アンスマリンはバンコクで大学 3に学び優秀な成績を修めている女子

学生である。彼女の父はタイの軍人だが両親は既に離婚していた。このため彼女は祖母、母

と共につつましく暮らしていた。その家はチャオプラヤ川西側のバンコク・ノーイにあった。 

この小説は、アンスマリンとタイにやってきた日本の青年将校小堀との揺れ動く悲恋の

恋物語として語られることが多いのだが、むしろ、アンスマリンの元恋人で村長の息子ワナ

スが反日活動家として英国留学から秘密裏にタイに戻って来るなど、大東亜戦争勃発時に

おける世界情勢を反映したバンコクの様子や時局に翻弄されるタイ人たちの心の動きがよ

く表されている。日本では、最初、西野順治郎の手による抄訳版が出版され、後に、同氏が

財団法人大同国際文化基金の資金を得て昭和 62年に完訳版を完成した[沼田(2019)]。 

 

「どうしたの、お母さん」 

「今バンコク・ノーイの入口で聞いたのだけど、昨夜から日本軍が上陸して来たと言っ

ているよ」 

・・・中略・・・ 

「昨夜からラジオが放送しているらしいわ、街の中は日本軍でいっぱいだって」 

「どうしてそんなに早く上陸できるの、お母さん」 

「わたしにもわからないよ、みながそう言っているから急いで帰って来たの」 

「でも、信じられない」 

 

これは、『メナムの残照』のストーリーが動き出すきっかけとなる場面に表現されたアン
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スマリンとその母の会話である。 

ここで注目したいのは、アンスマリンの母が上陸した日本軍の兵隊がバンコクにあふれ

ているとラジオが報じていることをバンコク・ノーイの入口で聞いてきたという点である。

ラジオ放送から得られた情報が、人々の口を通じて、チャオプラヤ川沿いに生活する人々の

間に伝播している様子がよく表われている。この当時、ラジオという新しいメディアがもた

らした情報の即時伝播効果が絶大であったことが窺える。 

『メナムの残照』には具体的な日時は語られていないが、これは昭和 16 年 12 月 8 日の

出来事を表現したものと考えてよかろう。史実はこうだ。日本軍は、昭和 16年 12月 8日早

朝に、同日午前 3時 30分付の南方軍命令「南總作命甲第十号」[公文書館(1941)]に基づい

て、バンコクをはじめとするタイ各地で上陸作戦を決行する泰国進入作戦を開始した。ピブ

ン首相は、この前日すなわち昭和 16 年 12 月 7 日から、バンコクを離れてタイ国内地方に

居たのだが、日本軍がタイ国内を通過することについて合意した協定が結ばれた 12月 8日

から一日おいた 10日の夜には攻守同盟条約を決意し、自ら街頭でマイクの前に立ち原稿無

しで約一時間半に亘って「自分は最後まで国家のためにつくす覚悟である」と説いた。この

演説は電波に乗せて放送された[岩田(1942:28-29)]。更に、12月 23日には東條首相とピブ

ン首相による日タイ両国首相祝辞交換放送が実施されている[情報局(1942a:52-57)]。 

 

2.2. 戦前戦中のタイで国内外のラジオ放送を聞くことはできたのか？ 

昭和 16 年当時、世界中の国で国境を越えて飛び込んでくる短波放送聴取を禁止する等、

外国の放送に触れることには何らかの制限が掛けられていた。日本もその例外ではない。そ

うした世界情勢の中、タイではラジオ受信機の所持や設置には政府の許可が必要ではあっ

たものの、外国から届いてくる短波放送を聴取することには制限がかけられていなかった。 

しかし、ラジオ聴取に制限はなかったが、受信機設置のための高額の初期投資に加えて、

聴取料というランニングコストの負担が必要とされた。また、この当時のラジオ受信機は大

変大型で、大きなアンテナも必要だった。価格的にも真空管式ラジオは一台 50～60バーツ

ほどもした。これは当時の農民の年収額に匹敵し、年収平均額約 1000バーツと言われる都

市部労働者の手がようやく届く高価なものであった。更に、真空管式には四球式までは 5バ

ーツ、五球式以上は 10バーツの聴取料が課せられていた（鉱石式は聴取料無料）。 

このような条件に加えて電力供給も充分ではなかったこともあり、放送開始当初は、電源

を必要とせず構造が簡単で安価な鉱石式ラジオが全体の８割に上った。鉱石式はレシーバ

ーを耳に当ててかすかに聞こえてくる放送を探りながら聴く必要があり、受信感度も充分

でなく、放送の受信を楽しむにはほど遠いものであった。ともあれ、放送開始以降、タイに

おけるラジオ聴取者数は徐々に増加し、昭和 9 年末の 24､202 件から昭和 14 年には 29､564

件になった。更に、昭和 16年には約 45､000件、昭和 17年には約 50､000 件になったと推計

されている。また、昭和 17 年には聴取者の大部分が三球真空管式を使用するようになり、

聴取者の設備状況も漸次向上した[放送協会(1941:380)､放送協会(1943:304)]。 
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2.3. アンスマリンの母の語ったラジオ放送はどこで聴かれたものか？ 

それでは、『メナムの残照』でアンスマリンの母が語ったラジオ放送は一体どうやってバ

ンコクの人々の耳に届いたのであろうか？  

これに関して、昭和 16年 10月 1日発行の雑誌『報道写真』に掲載された「東亞共榮圏現

地報告 タイ國をめぐる宣傳戰」[星田(1941:44-46)] に興味深い記録がある。 

 

タイ國では短波受信機の使用を自由に許可してゐるのが列國には見られぬ事であらう。

一度スヰツチを廻せば立ち所に世界各國の電波が殺到して來る。特にロンドン、シンガ

ポール、ピーナン、ラングーン、重慶、マニラ、サイゴンの波は、しつこく直ぐ、侵入

して來る。四六時中世界何處かの放送が町で聞き流される。ドイツは既に最も早く、遙

かにベルリンから特にタイ語の放送を實施し、イギリスも最近タイ語の放送を始めて

ゐるがフランスは國境紛争の時サイゴンよりタイ語の放送を始め、日本もドイツより

は後であつたが、昭和十五年よりタイ語の放送を始めて、バンコツク時間の午後九時頃、

日本時間の午後十一時頃十五分間行はれる。 

日本よりの放送は、タイ語、英語又は支那語の海外放送を、バンコツクの日本・タイ文

化研究所の二階にラウドスピーカーを取付け、王城の西北角にあたるその四つ角から

街道に向つて放送するやう装置し、尚その社交室には日本語放送時間の國内放送、海外

放送共に詳細なるプログラムをかゝげ、一般の自由聴取に便し別に日本放送協会發行

の日本海外放送月報のタイ人への配布を始めた。 

 
図２ 日本・タイ文化研究所（絵葉書セット「日本-タイ協會、日本-タイ文化

研究所、バンコツク日本語學校」のうちの一枚） [星田・北村(2018)] 

建物の正面中央には「日本・タイ協會」と書かれた看板が掲げられている。 

二階に設置されたラウドスピーカーが日本からの海外放送の音声を流した。 

後に銀行となり、更に大規模改修の後、現在では一階がカフェになっている。 
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星田晋五 4がこのように伝えたように、ナ・プラメーン通りの王宮北西側の角に在った日

本・タイ文化研究所の二階に設置されたラウドスピーカーがタイ語等による日本からの海

外放送の音声を流していたから、バンコクの人々は日本発の情報を、各家庭に設置されたラ

ジオ受信機のほか、ここから流されるラジオ放送音声から得ていた可能性がある。 

また、この当時タイでは外国との無線通信業務のために、送信施設としてのサラデーン送

信所と共に、外国からの電波の受信を担う施設としてバンコク・ノーイとラクシーに受信所

を設けていたから、日本をはじめとする世界各国から入って来るラジオ放送の情報はバン

コク・ノーイでもいち早く入手が可能であったとも考えられる。それ故に、アンスマリンの

母はこの付近でラジオ放送のことを口にする人々の話を聞いてきた可能性も考えられる。 

 

 

3．タイの放送設備・技術事情と日本 

3.1. タイのラジオ放送黎明期 

タイがラジオ放送の試験を開始したのは昭和 2 年である。ワット・リアブから HS4PJ の

コールサインにより波長 37ｍ（周波数 8､000kHz）、出力 200ワットの短波放送だった。その

 
図３ 黎明期のタイ・バンコクの放送局送信所の位置 

昭和 17 年 1 月、日泰文化研究所発行の『最新盤谷案内地図』を基に作図。 

サラデーン無線局跡地の土地の西側を南北に走る道路は、現在も「タノン・ウィタユ

（ワイヤレス通り）」と呼ばれ、往時の無線技術の発展と活躍を現在に伝えている。 
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後、サラデーンの HS2PJ 局からの波長 29.5 メートル（周波数 10､100kHz）に変更され、出

力も 500 ワットに増力された。これらの試験の結果、短波放送はタイ国内における一般の

人々の聴取には適さないと結論付けられた。こうした結果を踏まえて、昭和 4年に電波の波

長を中波の 320メートル（周波数 937．5kHz）に変更し出力を１キロワットに増力して、サ

ラデーンの HS11PJ局から放送試験を実施した。この中波による試験放送が好成績を収めた

ことから、パヤタイに波長 350メートル（周波数 857kHz）、出力 2.5キロワットの中波放送

局 HSP1 が開設され、昭和 6 年 2 月 25 日に正式に定期放送が開始された。時のタイ国王ラ

ーマ七世プラチャーティポック王は、放送開始に際し、ラジオ放送は教育、商業を促進し、

広く一般に娯楽を提供するものである旨のステートメントを発信。国王のこの発言は熱狂

を以て受け入れられタイ国中の人々を元気づけた。昭和 12年には HSP1に代えて、波長 400

メートル（周波数 750kHz）、出力 10 キロワットの国内放送局 HS7PJ がサラデーンに新設さ

れ放送開始した。また、国内放送とは別に、波長 25メートル（周波数 12､000kHz）、出力 10

キロワットの短波放送局 HS8PJ がサラデーンに開設されて毎週月曜と木曜の午後 8 時から

10時まで海外向け試験放送が開始された[公文書館(1938)､放送協会(1943:303-304)]。 

上掲の放送局のコールサイン HS4PJ、HS2PJ、HS11PJ、HSP1、HS7PJ、HS8PJの最初の２文

字は国際的に割り当てられた無線局の符号であり、「ＨＳ」はタイを表している。また、コ

ールサインの末尾に見られる「ＰＪ」はタイの無線の父・鉄道の父と呼ばれるプラチャット・

チャイヤコーン殿下 5 の頭文字である。なお、現在では、「HS＋数字＋ローマ字 2 文字又は

3文字」のコールサインはタイのアマチュア無線局に割り当てられている。 

 

  

図４ パヤタイ・パレス（平成 30 年 4 月 8 日 筆者撮影） 

ここにタイ初の中波放送局 HSP1 が開設された。戦勝記念塔から徒歩圏内にある広い敷

地と館内の部屋は一般に公開されており、タイ語の館内ツアーによる見学が可能。 

また、ラーマ六世ワチラーウット王の紋章が掲げられた部屋でカフェが営業しており、

100 年前のシャムの雰囲気を感じながらひとときを過ごすことができる。 
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3.2. 昭和 12年のタイの放送設備・技術事情 －松前重義がバンコクで見たもの－ 

昭和 12 年 1 月から 3 月にかけて、逓信省工務局無線課の松前重義逓信技師（当時）は、

アジア諸国の無線施設視察を目的としてアジア諸国を歴訪した。歴訪中バンコク滞在は 3月

6 日から 12 日。この際、松前重義が目にした無線用機器はドイツ製（テレフンケン製とジ

ーメンス製）、放送局用送信機はオランダ製（フィリップス製）であった。松前重義は、報

告書において「国内電話事業は未だ眞に幼稚である」としつつ、「技術上頗る寒心に堪えな

いものがある。一日も早く留学生を呼んで親切に教授すべきである」と述べ、また、「今後

我国に対して大いに此の国より留学生を送り将来ある青年を教育すること」が重要となる

との意見を示した[松前(1937a:42､44)]。  

星田(1942)によれば、この頃タイには二つの国立大学があり、工学部はチュラロンコーン

大学にのみ置かれていた。同学が工学士授与開始したのは昭和 14 年で、昭和 15 年の工学

部（建築学科を除く）在学生は 260名。昭和 15年までに Diplomaの学位を 99名に、Higher 

Diplomaの学位を 27 名に、工学士(Bachelor of Engineering)を 72名に授与している。ま

た、星田晋五は、タイの技術の実情につき、英国が「その國人には決して生産技術を傳へな

い･･･こゝにタイ國の産業が未だに自立獨立し得ない原因があり･･･タイ國はこゝに目覺め

今日のタイ國が國をあげて求めてゐるものは、科學であり、技術である」と指摘した。 

技術的にはこのような状況ではあったが、タイの技師たちは皆欧州留学を経験しており

欧州言語に長けていた。将来の日本とタイとの技術交流を円滑に運ぶためには、彼等に日本

の文化や技術を知ってもらい慣れ親しんでもらうことが喫緊の課題であると、松前重義は

痛切に感じたようだ。折しも、逓信省は技術の国産化を強力に進めていた[沼田(2020:33)]。 

 

3.3. 「相手国の国語を使用することが緊要」－逓信省の松前重義と網島毅－ 

逓信省工務局調査課の網島毅 6無線係長（当時）は、昭和 12年 9月 25 日発行の電気通信

技術専門雑誌である『ＷＡＴＴ』の掲載論文「海外放送の重要性に就て」[網島(1937:12-14)]

において、「異郷にあっては故國の音樂を聞き、故國より激励の辭を受ける時、孤獨の寂し

さは消失し希望は沸き、人類の尊き使命の遂行に邁進するに至るだろう」として、外地で活

躍する日本人への慰謝のための「海外放送の使命は極めて重大」であると説いた。 

他方、網島毅は、松前重義のタイ等のアジア諸国歴訪後の電気通信学会雑誌寄稿記事に示

された見解に言及して、「松前氏の意見にもある如く相手國の國語を使用することが緊要」

であるとも論じた。 

網島毅が言及した松前重義の見解とは、東南アジアに向けた日本の海外放送について、

「逓信省の人間として逓信省の悪口を申すのは非常に遺憾でありますけれども、逓信省は

もつとしっかりしなくちゃ駄目だ」と苦言を呈した上で、「日本の放送は現在南洋に對して

は僅かに 1時間の放送をやつてゐるに過ぎない。而も非常に早い英語で･･･外國人と雖も聴

き取ることができない」との現状認識を示しつつ、「日本が何かこれ等に對して指導を行は

うとするならば、勿論マレー語、支那語、英語その他のこれ等の土民の言葉に依りまして、
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放送の傳播を圖らなければならない。さうして言はず語らずの中に何かそこに或る方向を、

彼等に文化的な意識を向けてやらなければならない」であった[松前(1937b:27)]。 

この発想が日本政府内で共有されたのだろう。昭和 15年にタイ語が使用言語に加えられ

たことを含め、戦前戦中における日本の海外放送の使用言語数は着実に伸びていった。 

 

3.4. 100キロワット送信機の入札に敗退するも、50キロワット送信機を納入 

松前(1937b:16-28)は、昭和 12年当時のシャム（今日のタイ）の放送用送信機について、

「放送事業は政府の所管するところ」だが、「その放送機はオランダのフヰリツプの 2キロ

半のもの」を使っている。これは買ったばかりなのだが、「最近 50キロか若しくは 100キロ

のものを購入して放送をやりたいと只今計畫中」であり、「日本に對してそれ等の物資を仰

がうといふことは、彼等も相當に積極的になつてゐる」という状況を記している。 

その翌昭和 13年 11月 26日、タイ政府は 100キロワット送信機の入札を実施した。日本

もこれに応札したが、日本製品は欧州製品の倍額近い高額であったため全く勝負にならず、

敗退した。応札したのは三井物産であり、その際の機材は日本電気製だった。 

100 キロワット送信機の入札では敗れた日本であったが、昭和 16 年には外交上の電報に

よって、50 キロワット送信機のタイへの納入についてタイ側と連絡を取り合っている。こ

の中で注目すべき電報は 9月 26日付けタイ・坪上大使発のもの。英国 100キロワット送信

機が輸送中に撃沈され、英国は再製作に 1年間を要するという状況下、タイ側から日本に送

信機供給の要請があった場合はどう対処すべきかの指示を仰いでいる[公文書館

(1941b:11)] 。そして、日本電気製の 50キロワット送信機の納入の運びとなった。 

この 50 キロワット送信機納入劇の裏舞台を[国際電気通信(1949:87)]は、海外放送専門

の送信所である八俣送信所の「局舎の建設は昭和 14 年秋着工、15 年 10 月一部竣工した。

一方、海外放送の緊急擴張の要望により局舎竣工前、日本電氣製 50kW 電話送信機を搬入、

同年 10月据付完了、11月試験放送、12月假放送、翌 16年 1月本放送を開始した。しかし

間もなく、本機をシヤムに賣却し、その代品として東京電氣製 50kW送信機を至急完成する

こととなつた。本機は新規設計のため各部に豫期しない困難が生じ、容易に進捗せず關係者

を焦慮させたが、5月下旬据付完了、6月から放送に當てた」と記している。 

新設の八俣送信所では、ようやく送信機の据え付けと送信試験が済んで本放送を開始し

て間もなく、新たに別メーカーの送信機を据え付け直すことになった。50 キロワット送信

機をタイに納入する好機をつかんだ日本政府は短期間での対応を迫られたことが想像され

る。そして、安定的に運用できる機材を納入する必要性から、実地における試験が完了して

いた八俣送信所の日本電気製送信機に白羽の矢が立てられたのだろう。 

 

3.5. 日本におけるラジオ受信機の製造の状況 

昭和 15年以降、「時局の要求に依り受信機の需要は益々増加する一方、･･･ 各業者が眞剣

になつて所用資材の節約と代用品の研究」が進められた。例えば、金属材料を多用する部品
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であるトランスを省いたトランスレス受信機が開発された。そうした中、日本放送協会と電

気通信協会の共同による「全波受信機調査委員會は東亞共榮圏内に輸出すべき全波受信機 7

に關」する仕様書を制定するなど規格の統一を進めた。しかし、日本においては短波放送の

受信が一般には認められていなかったために、一般公衆向けの短波受信機の製作も研究も

行われてはいないのが実情であった[無線合同新聞(1944:56-58)]。  

それ故、タイへの放送送信機輸出では成功したが、ラジオ受信機の輸出には至っていない。 

 

 

4．東南アジアに広まる公衆聴取施設「ラジオ塔」 

昭和 16 年のバンコクでは、2.3.項で紹介したように、日本・タイ文化研究所の二階に設

置されたラウドスピーカーによって日本から届くタイ語等による海外放送が流されていた。 

ラウドスピーカーによってラジオ放送の音声を街頭に流す方法は、昭和 10年代中葉に日

本各地で設置が進められた「ラジオ塔」と大変よく似ている。 

  

4.1. 日本国内のラジオ塔 

ラジオ塔は、普及の途上にあったラジオ放送を広く人々に聴いてもらうための公衆聴取

用施設である。昭和 5 年に大阪市天王寺公園、昭和 6 年に奈良市奈良公園と神戸市湊川公

園に設置されたのを始まりとして、昭和 7 年には全国 50 箇所の設置が計画された。以降、

公園や広場等、常時多数の人の集まる場所に順次設置された[放送協会(1933:660-661)]。  

昭和 11年 8月のベルリンオリンピックにおけるラジオ実況中継では「前畑、がんばれ！」

が有名である。会場の歓喜の雰囲気を伝える熱のこもった実況は人々を熱狂させた。この当

時既に設置されていたラジオ塔はこうしたラジオ放送の音声も街頭に流したことだろう。

 

図５ 横浜野毛山公園のラジオ塔 

（令和 2 年 8 月 23 日 筆者撮影） 

横浜市の野毛山公園のラジオ塔は聴取契約

者数が百万人を超えた記念に設置が計画さ

れたものの一つ。昭和７年 11 月 19 日建塔。

広場に面した高台の斜面に設置されている。 

 

図６ 浦和調公園のラジオ塔 

（令和 2 年 8 月 23 日 筆者撮影） 

浦和市の調（つきのみや）公園は調神社に隣

接する公園。隣接地に調神社が在る。このラ

ジオ塔の背面には「寄贈 社團法人日本放送

協會 昭和十五年三月建之」の銘がある。 
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ベルリンオリンピック後、ラジオ塔の設置が加速化した。 

ラジオ塔の設置は、昭和 15年に予定されていた東京オリンピックの放送聴取も念頭にお

いていたと考えられる。なお、その形状も設置場所も一律ではなく多種多様であった。 

昭和 15 年の日本は紀元 2600 年に当たる雰囲気と支那事変による混沌とした国際情勢の

中にあったが、放送開始 15周年を迎えたラジオ放送聴取者数は 500万を突破する盛況を示

していた。そうした中、ラジオの普及開発活動の一翼を担ったのがラジオ塔だった。昭和 15

年には、その設置箇所数は直轄管内 27、大阪管内 80、名古屋管内 31、広島管内 74、熊本管

内 55、仙台管内 43、札幌管内 36の合計 346箇所に及んでいる。これらに加えて、東京、上

野、新橋、横浜、浦和、大宮、熊谷等の直轄管内 66、名古屋管内 29、札幌管内 7の合計 102

箇所に、鉄道主要駅構内公衆ラジオ聴取施設が設置された[放送協会(1941:317-323)]。  

 

4.2. 宣伝戦とラジオ海外放送 

昭和 10年代中葉以降、ラジオは、近代戦における一つの有効な宣伝手段となっていった。 

『藝能文化』(1942:4-5､8-11 藝能文化協会発行)は芸術専門雑誌ではあるが、「宣傳戰の

一手段としての藝能」、「戰ふ藝能の第一線 ラヂオの海外放送」という記事を掲載した。 

昭和 17年 11月 17日には、「情報宣傳啓發の機能強化に關する件（對敵を含む）」が閣議

決定されて内閣情報局の機構改革が行われ、「宣傳啓蒙の一元化」がなされた。また、昭和

18年 5月 15日の日本放送協会臨時総会は陣容を一新して「決戰態勢の意氣旺んに國策完遂

に乗出」すことを決めた[無線合同新聞(1944)]。  

 

4.3. 東南アジア各地のラジオ塔設置の例 

 昭和 10年代中葉、東南アジア各地においてもラジオ塔設置が活発化していた。ラジオ放

送が報じる世界情勢の情報に触れることを多くの人々が望んでいたことが窺い知れる。 

川島(1939:69-70) は、海南島の昭和 14年当時の様子を「目抜の場所に四つのラヂオ塔が

あ」り、そこでは 15、6歳の少年少女が「熱心な眸をかがやかせながら聞入つてゐる。支那

服の老年男女も思はず立止つて聞いてゐる。」と記した。 

『国際電気通信』(1949:118-119)は、インドネシアについて、当時の従業員の記憶に依っ

た記述として国際電気通信株式会社東印度総局管内の無線通信施設の概要を記している。

これによると昭和 17 年にセレベス地区、昭和 20 年にボルネオ地区で放送局設備新設と共

に各地に有線式、無線式のラジオ塔を設備したとされる。ラジオ塔の写真も掲載されている。 

赤星生(1940:5)によれば、台湾では、広く一般人にニュースを聴かせる必要から「市郡下

の目抜きの場所にラヂオ塔を建設すること」が主張され、予算上放送局に建設を要望するこ

とは困難との認識から、行政に対して「せめて全島各市に於て此のラヂオ塔の建設を實現化

してもらいたい」とラジオ塔の建設が要望された。台北市、台中市、屏東市にはラジオ塔が

現存する。これら台湾のラジオ塔を一幡(2017:54-58)が写真入りで紹介している。 
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5. 東南アジアに広まる健康な体作りの基盤「ラジオ体操」 

ラジオ体操は、昭和 17年頃には健康な体作りの基盤としてラジオの有力コンテンツにな

っていた。また、海外放送の展開と相俟ってアジア諸国でも実施されるようになっていった。 

 

5.1. 『ラジオ年鑑』に見るラジオ体操 

『昭和十六年 ラヂオ年鑑』[放送協会(1940:130-131)]は、当時のラジオ体操の位置づけ

について以下のように記している。 

 

今日、我が國が直面して居る時局は甚だ重大であつて國家の總力を擧げて支那事變の

處理、東亞共榮圏の確立等、聖業の完成に邁進しつゝあるのであつて國民の旺盛なる精

神力と強靱なる身體とが益々緊要であります。 

今日いろいろの體操が行はれてゐる中でラヂオ體操程國民に親みを持たれたものは他

に類を見ない。ラヂオ體操の目標は第一に健康、第二に快活、第三に勤勞であり第四に

團結である。 

新たに厚生省に於て制定されたる大日本國民體操を第三體操として第一、第二體操と

三本立を以て、それぞれの持つ特徴を發揮して實行者をして充分の滿足と効果を一層

大ならしめるため先づ普及の第一歩として昭和十四年十二月一日より學校向の時間に

取り入れ、尚一般大衆には七月十日支那事變記念日を期して放送し爾後益々指導に力

を入れてゐる。 

 

ラジオ体操のアジア地域への普及は、東亜中継放送（6.4.項に後述）の開始・拡充と共に

進められていったようだ。昭和 16年における「東亜中継放送時刻表（一定時刻ノ分）」[放

送協会(1941:207)]を見ると、学校放送（朝礼）がラジオ体操とともに平日の午前 7時 50分

から午前 8時 10分まで放送されている。学校放送はこのほかに午前 1回、午後 2回放送さ

れ、一方、ラジオ体操はこのほかに早朝 1回、午後 1回放送されている。なお、休日には学

校放送は無くラジオ体操は早朝と朝の 2回の放送であった。 

 

5.2. 『写真週報』に見るラジオ体操 

昭和 16年 8月 13日発行の『写真週報』[情報局(1941:17)]は、厚生省、東京府、東京市、

全国ラジオ体操の会の協同主催による靖国神社境内でのラジオ体操大会の写真を掲載して

国民心身鍛練運動期間第一日に約 2万人が集まったことを紹介した。 

翌昭和 17年、情報局(1942b:20-21)は、東京、マニラ、香港、グァム、バタビア、ラング

ーンでのラジオ体操の模様の写真入りで、「大東亞一齊にラジオは叫ぶ一、二、三」と題し

て以下のように報じた。 

 

フィリピンでも香港でも、ジャワでもグァムでも、またビルマでも、いまラジオ體操は
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内地同様、健民運動の第一線です。 

『昇る朝日の光をあびて・・・』 

盟主日本から放送される明朗なラジオ體操の歌聲は、この廣大な共榮圏の各地を結び

つけて、いまや文字通り大東亞は一つに、力強い體育演練をくりひろげてゐます。 

まこと共榮圏の確立はラジオ體操からといふところです。 

 

 更に、昭和 18年の情報局(1943:10-11)は、昭南島でのラジオ体操講習会が以下のように

紹介した。参加者はアジア各地の国民学校から選抜された現地人の先生たちであり、日本国

内で既にお馴染みとなっていた松田先生が現地に出向いて体操指導を行った。 

 

大東亞戰争二年目、南方各占領地の建設は着々行はれ、日本色も漸く濃くなつてきまし

た。ラジオ體操の普及も日本色の一つです。 

こゝ昭南島では現地民の健康増進をはかるため『まづ最初は國民學校から』の標語のも

とにラジオ體操の本格的な講習會を催しました。 

 

 こうして『写真週報』の記事を追ってみると、昭和 16、17、18 年と年を経るに従って、

日本国民の心身鍛練から始まったラジオ体操がアジア地域への日本文化の紹介・浸透のた

めの一翼を担って行くこととなった様子を窺い知ることができる。 

 

5.3. ラジオ体操の普及促進と国民学校放送 

前項に示した昭南島でのラジオ体操の普及において「まづ最初は國民學校から」が標語と

された背景には東亜中継放送（後述）を通じた国民学校放送の活用があったのだろう。この

当時、在外の日本人小学校も内地同様に国民学校と名称を変えていた。例えば大正 15 年 6

月 1日開設の盤谷日本人尋常小学校 8は昭和 16年 4月 1日に日本国民学校と改称している。 

『昭和十八年 ラジオ年鑑』は、全 369ページ中 70ページを割いて「大東亞戰爭と放送」

という文章を掲載した。国内放送、東亞中継放送、海外放送についてあらゆる視点から当時

の現況を伝えており、この国内放送の番組の一つ「國民學校放送」の始まりについては「十

二月八日の歴史的な朝、午前九時、國民學校の朝禮訓話は菊池文部次官」によって実施され、

「この朝禮訓話は戰時放送の第一聲となり、また戰時國民學校放送の新しい發足となつた」

として、「十二月八日、受信装置のある全國の國民學校は、他の授業を差し繰つてもこの日

の放送の全校聴取をなし、又、それを機としてニュースは國民學校の日課表のなかに組み入

れられ」た旨を記している[放送協会(1943:48-50)]。 

 

5.4. 『少女倶楽部』に見るラジオ体操 

『少女倶楽部』は、昭和 17年の 5月号から 7月号の誌面を割いて、東京女子体操音楽学

校長・藤村高等女学校校長藤村トヨによるラジオ体操第一、第二、第三の正しい仕方 9の説
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明を掲載した[藤村(1942a:156-159)､ 藤村(1942b:170-173)､ 藤村(1942c:180-184)]。 

これによると、日本の体操は明治 11 年から 26 年の間はリズム的連続体操であったが、

明治 36 年からの 30 年はスウェーデン式の各箇体操で一つ一つ区切る体操となっていた。

その後、昭和初期にラジオ体操第一、第二、第三、国民体操、青年体操、女子青年体操、厚

生体操など音楽に合わせて連続的に実施する連続体操（リズム体操）が制定されたが、真の

リズムがわからず、疲労が多くて効果が少ないので、正しいラジオ体操の仕方を説明するこ

とにしたのだと云う。少女向け雑誌だけあってイラスト入りの丁寧な説明が加えられてい

る。同誌は戦前戦中のラジオ体操を知るための貴重な資料の一つである。一例であるが、図

８で少年の両側の男女四名が行っている体操について藤村トヨは次のように説明している。 

 

一で體を十分左にまはしながら、左臂を横にふり上げます。このとき右手は腰にあてま

す。二で體を前にもどし、臂をもどします。三は一と同じ動作で、四で體を前へもどし

て、臂を前で交差させて取りかへます。體をまはすとき、踵を上げて、脚をねぢてはい

けません。又踵を上げないでも、お腹を出し、體を後へたふしてもいけません。 

 

5.5. ラジオ体操と「恋チュン」ダンス 

平成 30年には、夕暮れ時の少し涼しくなったチュラロンコーン大学キャンパスに数十名

が集まり、巨大なスピーカーからの大音響の音楽と壇上のインストラクターの動きに合わ

せてエアロビクスダンスを行っているのが見掛けられた。朝夕の違いはあるが、日本の夏休

みの朝のラジオ体操を彷彿とさせる風景である。音楽に合わせて仲間と一緒に身体を動か

 

図７ 絵葉書袋「総力戦にラジオ」 

          （筆者所蔵） 

図８の絵葉書等が入っていた絵葉書

セットのタトウ（絵葉書を入れる袋）

を広げたもの。この絵葉書セットは

社団法人日本放送協会の発行。昭和

17 年頃のものと推定される。 

 

図８ 「大東亜決戦下唯一の健民強兵健康翼賛体力

増強に一億国民を總動員するラジオ体操の会」 

（筆者所蔵） 

中央の少年は「体側の運動」（ラジオ体操第一の七

番目、第二の五番目、第三の六番目）をしている。

その左右の男女四名は左手を左腰に当て右腕を斜

め上に掲げている。これは「背骨をねじる運動」（ラ

ジオ体操第二の九番目）である。 
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すダンスは、皆の心を一つにするための近道なのかもしれない。 

ところで、今日の日本の音楽のリズムに注目すれば、平成 25年 8月に日本で発売された

ＡＫＢ４８の楽曲「恋するフォーチュンクッキー」（略称「恋チュン」）のリズムと踊りが世

界各国の人たちの心をつかんだ。国内のみならず世界各地から様々な「恋チュン」動画がイ

ンターネット動画サイト YouTubeにアップロードされていることからも「恋チュン」ダンス

の浸透ぶりがうかがい知れる。その一例であるが、国際交流基金 10 のそれぞれの海外セン

ターで学ぶ外国人日本語学習者と先生方の有志が協力してこの楽曲のリズムに合わせて踊

った動画の一部がネット上に公開されている[交流基金:2020.10.1検索]。  

タイ・バンコクでも、平成 29年に地元タイ人女性を中心に結成されたグループＢＮＫ４

８がタイ語でカバーしたことから、「恋チュン」は大人気を博した。「知らぬ間にリズムに合

わせ つま先から動き出す♪」という歌詞のごとくバンコクの人々はそのリズムに乗って踊

った。ＢＮＫ４８による「恋チュン」は歌も踊りもとても楽しげで、日本でも注目され、Ｂ

ＮＫ４８は平成 30年の大晦日のＮＨＫ紅白歌合戦に生出演することにもなった。 

戦前のラジオ体操も「恋チュン」も、音楽のリズムに合わせて身体を動かすという点では

同じである。音楽に合わせて身体を動かすことの好きなタイ人のことであるから、ラジオ体

操の音楽のリズムがタイ人たちの感覚にうったえるものがあったなら、ラジオ体操は瞬く

間にタイ国中に広がっていたことだろう。しかし、実際には、昭和 16年 6月のタイ放送局

の公式発表として「放送局はタイ國民體位向上の爲、體育局と協力してラヂオによる體育訓

練を指導する」[日泰学院(1941)]としてラジオ体操に取り組むことが示唆されてはいたも

のの、上掲の『写真週報』の記事にはタイにおけるラジオ体操の様子を伝える写真や記載は

一切無く、タイでラジオ体操が実施されていたかどうかは分からない。 

 

 

6．海外放送と国際放送 

6.1. 『日本語教科書』に取り入れられた海外放送 

財団法人国際学友会が昭和 17 年 3 月 31 日に発行した『日本語教科書 第三巻』[国際学

友会(1942:67-84)]は、第九章において「海外放送」を教材として取り上げている。 

日本の学生である原さん、ブラジルのギレルモさん、イタリアのマリオさん、安南のゲン

さんが、真夏の暑さも和らいできた初秋の午後九時、学生寮の原さんの部屋に集まり会話を

しているという設定である。 

海外放送は、昭和 7年設立の国際電話株式会社が昭和 10年 6月に開始した短波による放

送だ。短波という電波は地球を取り巻く電離層による反射によって地球の裏側まで届く。昭

和 17年当時、こうした性質を持つ短波による海外放送は、時局を反映して戦略的に活用さ

れた。このような世界的な社会情勢を反映して日本語教科書にも題材として取り入れられ

たものと考えられる。以下に『日本語教科書 第三巻』第九章「海外放送」の冒頭部分を引

用する。 
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原「ギレルモさん、 あなた、今朝 放送 された さう です ね。」 

ギレルモ「ええ、日本放送協會 から 頼まれ て、放送會館 から 南米 に 向け、 

十五分間 放送 しました。」 

マリオ「何 を 放送 された の です か。」 

ギレルモ「私 は、 かねて から 俳句 に 興味 を 持っ て ゐました から、 

芭蕉・蕪村・一茶 と いふ 三人 の 有名な 作者 の 俳句 を 例 に 

引き ながら、世界 で 一番 短い 形 を 持った 詩、 しかも その 小

さな 形 の中 に、日本人 の 自然 を 愛する 氣持 を よく うたっ

た 美しい 詩 を、故國 の 人々 や 南米 の お友達に 紹介 した 

の です。」 

ゲン「では、日本 に 居る 人達 は、あなた の 講演 を 聞けなかった の 

です か。」 

ギレルモ「さう です。私 の は 海外放送 と いっ て、外國 へ の 放送 

に 限られた もの でした から、殘念 ながら あなた方 に は 聞い 

て いただけなかった の です。」 

マリオ「原さん、日本 の 海外放送 は どんな 風 に やっ て ゐます か。」 

原「日本 の 放送事業 は、大別 する と、國内放送 と 海外放送 の 二つ 

に なっ て をります。海外放送 は 第一送信 から 第七送信 まで 七

つ の 種類 が あり、アジア・ヨーロッパ・アメリカ など、全世界 へ 十

二方向 に 向け て、夜 も 晝 も 休み なし に 放送 し續け て 

ゐます。」 

 

この教科書は、日本で勉強する外国人学生に日本語を教えることを目的として編まれた

もので、昭和 16年 1月 25日発行の第一巻から昭和 18年 4月 10日発行の第五巻から成る。

日本の高等程度の学校で勉強するために必要な日本語を取り扱っており、その内容は日常

生活、文学、科学等多岐にわたり、日本人と日本文化を知らせるという点に留意されている

のが特徴となっている。その第一巻は単語や語法の認識をはっきりさせ辞書を引くための

便利のために全文が分かち書きとなっている。第二巻と第三巻では、接頭語、接尾語、助動

詞は続けて書かれているが、その他の単語は一つ一つ分かち書きされているのが特徴の一

つとなっている。第四巻は（漢字が旧字体、仮名は旧仮名づかいになっているものの）概ね

現在使われている日本語と同様に書き下されている。第五巻では、「世間の普通の書き方に

馴れさせるため」に、拗音のヤユヨと促音を小文字にせず全ての文字を同じ大きさに統一さ

れている。 

この教科書がバンコクの日本語学校と在仏印日本大使館から大量の注文を受けた旨が、

昭和 18 年 4 月に開催された国際学友会第八回理事会に報告されている[公文書館(1943)]。 
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6.2. 日本における海外放送・国際放送の開始 

昭和 7年 12月、国際通話、内地植民地間通話、対船舶通話並びに放送無線電話の中継等

のために国際電話株式会社が設立された。同社は、昭和 9年 3月に茨城県に名崎送信所（東

北本線古河駅東方 12km）、埼玉県に小室受信所（東北本線蓮田駅西方 3km）を完成させた。

その背景には、昭和 2年に英米間に無線電話が開設された後、欧米諸国は世界主要都市間に

無線電話設備を完成させつつあり、日本としても自主的対外通信体系整備が急務という世

界情勢があった。 

戦前戦中には、国際放送と海外放送という言葉は、次のように使い分けられていた。 

国際放送は「国際間の中継放送を契約によって予め協約して実施されるもの」であり、

「1934年 4月、名崎送信所と小室受信所を使用して、フィリピン、ジャワ、シャム、満州、

アメリカとの間に「天長節祝賀交換放送」を行ったのが最初」[KDD(2001:26)]である。この

際の具体的な放送時間（日本時間）と電波の周波数は、フィリピン向けが 13：00-13:15、ジ

ャワ向けが 13:15-13:30、シャム向けが 13:30-13:45で 15.660MHz。満州向けが 13:45-14:00

で 10.735MHz。米国向けが 14:15-14:30で 15.760MHzだった[国際電気通信(1939:36)]。 

海外放送は「海外在住の日本人をねぎらったり、一般外国人向けに日本の宣伝や文化の紹

介を目的とするもの」であり、「1934年 6月、名崎送信所から、台湾、朝鮮、満州へ向けて

国内放送番組の中継放送を開始 ･･･中略･･･ 翌 1935年 6月から正式に「海外放送」として

短波放送を開始」[KDD(2001:26)] したのであった。そして、昭和 12年 1月 16日から「二

十キロワット送信機を使用して欧州方面、南米及び北米東部方面、海峡殖民地竝に瓜哇方面

に擴張實施しつつ更に放送回數の増加、放送時間の延長」、同年 5月 10日から「五十キロ送

 
図９ 絵葉書「国際電話小室受信所局舎」（筆者所蔵） 

この開所記念絵葉書には、小室受信所局舎の周囲に広がる広々とした

土地と、局舎の背後にそびえる空中線用の鉄塔と木柱が写っている。 

ベルリンオリンピックの際、このアンテナが受信し日本全国で放送さ

れた「前畑、頑張れ！」の実況放送は日本中を熱狂の渦に巻き込んだ。 
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信機設備の完成を俟って之に依り右各方面に對する海外放送を強化」するに至った[国際電

話(1938:104)]。 

 

6.3. 海外放送の拡充 

6.3.1. 日本の海外放送 -昭和 12年には世界最大の 50キロワット送信機を導入- 

昭和 10 年代、国際情勢の変転に呼応して、日本の海外放送の拡充が急速に進められた。 

国際電話株式会社取締役技師長中上豊吉は、技術専門雑誌『電気工学』に掲載した論文[中

上(1937:3-6)]の中で、昭和 12年当時の日本の海外放送用送信機について、「全世界に正確

なるニュースを放送し、就中在外同胞に故國からの生きた便りを傳へる海外放送なるもの

が如何に重要なるかも論を待たない」と言及しつつ、「海外放送は昭和 10年夏、北米太平洋

岸方面に向つて行はれたのが最初であるが、今日では第 2 表の如く世界の各地に向けて行

はれて居る。又放送用送信機も 20kWのものを使用して居たが、昭和 12年 5月から 50kWの

短波無線電話送信機としては世界最大のものを使用して居る」と記した。この第 2表によれ

ば、当時の対地別の放送時間は北米西海岸及びハワイ向けが午後 2時 30分から午後 3時 30

分まで、北米東海岸及び南米向けが午前 6 時 30 分から午後 7 時 30 分まで、欧洲向けが午

前 5時から午前 6時まで、南洋向けが午後 10時から午後 11時までであった。 

当時、日本は世界中の在外公館を通じて受信状況を調査しながら、海外放送の技術的検討

を重ねて来ていた。世界中に電波を届けるためには、対地に向けて電波を発射するための指

向性アンテナと強力な電波を発生させる送信機が求められた。そうした需要に応えるため

に世界最大出力の 50 キロワット送信機が開発された。また、地球を取り巻く電離層による

反射を利用して遠方まで伝播させる短波放送では、季節と時間と電波の周波数を適切に選

択することが良好な受信のための大きな要因として注目されるようになった。 

 昭和 12 年 1 月 1 日に開始された南洋向け・南方向の海外放送には、同年 5 月 10 日に新

設された 50kW送信機が使用されることとなった。そして、同年 10月 1日以降、それまで南

方向けに二つの周波数で同時発射していた電波のうち一方の周波数 15､160ｋHz(20kW)を取

りやめ、受信状況の良い周波数 11､800kHz(50kW)に一本化された。この南方向の海外放送に

はタイからも受信報告が届けられている[公文書館(1937:75)、放送協会(1937:14-16)]。  

 

6.3.2. 海外放送の世界的潮流 

昭和 13年 3月、国際電話株式会社は日本政府の方針により日本無線電信株式会社と合併

した。合併後の新社名は国際電気通信株式会社とされた[KDD(2001:28-29)]。 

当時、国際情勢の変化に対応して海外放送施設の強化、東南アジア諸都市との通信系の充

実等が急務となっていた。中上(1937:3-6)は、当時の世界的潮流を次のように記した。 

 

英国は 6 大洲に分布する自國の領土に放送する目的で世界を五つの區文に分ち、各區

文に對し夫々適當なる時間を選んで毎日 2 時間づゝの短波放送を行つて居り、獨逸は
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世界中に殆ど殖民地を有せざるに拘らず國策的見地から世界各地に向け毎日少くも數

時間の短波放送を行つて居る。過日の伯林オリンピツクに於ては 40kW送信機を 8臺も

新設して世界を驚嘆せしめた處である。之等の他佛蘭西、伊太利、和蘭等に於ても夫々

世界放送を行つて居る。 

 

6.3.3. 名崎送信所からの海外放送は放送時間と使用言語の拡充を続けた 

昭和 14 年 7 月 1 日現在、海外放送は、5 方向に向け一日 5 送信合計 8 時間の放送を行っ

ていた。第 1送信がヨーロッパ向け、第 2送信が南米向け、第 3送信が北米東部向け、第 4

送信が北米西部とハワイ向け、第 5送信が支那・南洋向けだった。南米と北米東部・ハワイ

向けには名崎送信所のコールサイン JZI（周波数 9､535kHz）と JZL（周波数 17､785kHz）の

送信機が、それ以外の方向向けの送信には同送信所のコールサイン JZJ（11､800kHz）と JZK

（周波数 15､160kHz）の送信機が用いられていた[放送協会(1940:178)]。  

昭和 15 年 6 月 1 日には、西南アジア諸国との友好関係の促進とハワイ在住 15 万人の日

本人・日系人に放送を届けるために西南アジア向けとハワイ向けを創設し、世界の 7方向に

向けて使用言語 12か国語、放送時間 12時間と拡充が図られた[放送協会(1941:180)]。 

 

6.3.4. 昭和 16年、海外放送専用局八俣送信所開設 

6.3.2項に示したような世界的潮流の中、茨城県猿島郡八俣町（現在の古河市東山田）に

海外放送専用局として八俣送信所が設置されることとなった。八俣送信所は、昭和 15年 12

月 1日から試験放送を実施し、昭和 16年 1月 1日に海外放送の本放送を開始した。 

「無線通信」(1941：282)によれば、アジア向けの海外放送に使用された送信機のコールサ

インは JZJ（周波数 11､800kHz）、JZK（周波数 15､160kHz）、 JVW3（周波数 11､725ｋHz）で

ある。このうち、バンコク、サイゴン、広東、マニラを対象とした南洋向けに使用されたの

は JZJ（周波数 11､800kHz）と JVW3（周波数 11､725ｋHz）である。ここで、JZJと JZKは従

来の名崎送信所のコールサイン、JVW3 は新設された八俣送信所からの送信に使われたコー

ルサインである。 

八俣送信所からの本放送開始に伴い、昭和 16 年 9 月 24 日に拡充計画が実施された。こ

れにより、新たに近東向け、中南米向け、豪州向け等の各方向向けが新設されて世界に向け

た海外放送の方向は全体で 12方向、放送時間は合計 23時間 25分となった。そこで、従来

の「方向」という呼称を「送信」に改め、海外放送は 7送信に整理集約された。受信状況改

善のため一方向に二つの周波数での同時送信することとなり、送信機使用時間は 43時間 55

分となり、従来に比し 3時間の増加することとなった[放送協会(1943:121)]。また、使用言

語については、イタリア語、アラビア語、福建語、マレー語が追加されたことにより、英語、

フランス語、ドイツ語、イタリア語、スペイン語、ポルトガル語、タイ語、ビルマ語、ヒン

ズー語、マレー語、オランダ語、北京語、福建語、広東語、アラビア語、日本語の 16か国

語となった[放送協会(1941:182)]。 
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6.3.5. 昭和 15年 12 月、八俣送信所試験放送期間中にタイ向け番組を放送開始 

昭和 14年秋以降、北米西部向けには生音楽が隔日で放送されていた。 

昭和 15 年 12 月の八俣送信所の試験放送期間中には北米東部向け試験放送で毎日生音楽

の試験が繰り返された。この試験放送期間中にタイ向け番組、日伊文化交換放送等が開始さ

れた。これに伴って音楽の時間が増加した。毎日約 120～130枚のレコードを世界各方向別

に選択して放送したほか、録音による音楽が加えられることになった。 

昭和 16 年 1 月 1 日の八俣送信所の始動に合わせて、生音楽の送出は毎月 50 回に及ぶこ

とになる等、海外放送における音楽が大拡充された。タイ向けを含む東南アジア方面への放

送時間帯は日本時間 21:55～24:00の第 5送信である。このうちタイ向け番組の時間は 23:00

から 23:30の 30分間、番組内容はタイ語ニュース、タイ語通信、講演、演芸、音楽、実況

等であった。なお、この第 5送信はバンコクのほか、サイゴン、広東、ラングーンも対象と

しており、仏語の番組に 60分、広東語の番組に 10分、ビルマ語の番組に 20分の時間が配

分されていた[放送協会(1943:187-188､192-193)]。 

 

6.4. 昭和 16年に開始された東亜中継放送 

昭和 16年 1月から、それまで「外地放送」として朝鮮及び満州と内地とを結び定期的あ

るいは臨時に相互に中継放送をしていた電波は、「東亞中継放送」と改称された。パラオ放

送局との相互中継も加わった。「放送協会」(1941:202)によれば、東亜中継放送は「當初單

なる慰安、教養の機關と目されてゐたが、事變勃發後その時と處を超越した廣播性、迅速性

を利用して内は國論の統一、國民精神の昻揚に資し、各國に對しては正しき我國の立場を宣

揚し文化竝に思想の提携を計る等大いに對外宣傳に努めて來た」のだと云う。 

 

図１０ 八俣送信所本館（令和 2 年 8 月 14 日 筆者撮影） 

昭和 16 年 6 月 1 日に海外放送の送信を開始した八俣送信所の本館は設置

から 80 年の時を経てもなお健在。局舎の周囲に広がる約 100 万平米の敷

地には世界各方向に向けたアンテナ鉄塔群が天高く林立している。 
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6.5. 昭和 17年に開始された日本タイ交換放送 

昭和 16年、日本とタイとの間の友好増進の見地からラジオ

交換放送の実施について綿密なやりとりが続けられていた。

同年 12 月 23 日、日本からタイに向けての放送は第一週と第

三週、タイから日本に向けた放送は第二週と第四週とする方

向が打ち出された。翌昭和 17年 2月 4日には、毎週土曜日に

実施することとし、第一回は日本からタイに向けて 2月 21日、

第二回はタイから日本に向けて 2月 28日、以後交互に継続す

ることが確認された。その後も調整が続き、2 月 27 日になっ

て漸く具体的なプログラムが固まった。最初の放送は、日本か

らとなり、東京時間 2 月 28 日の午後 11：00 から 11：30、周

波数 9､535ｋHz 及び 11､825ｋHzにより、以下のプログラムで

実施することとなった[公文書館(1942a:1-11)]。 

 

タイ国歌、君が代 

挨拶（西外務次官から五分、引き続きタイ語訳） 

音楽（タイ古典音楽ほか、東京放送管弦楽団、指揮前田璣） 

東京便り（ニュース タイ語） 

 

昭和 17年 3月 3日、坪上大使は東郷外務大臣に宛てた「第

一回交換放送ニ關スル件」[公文書館(1942a:12)]で、この第一

回交換放送は感度良好であり第一回交換放送の目的は達せら

れたと認められる旨及びバンコクにおける主要紙がこの放送

全文を掲載した旨を報告している。   

そして、 「日タイ協」(1942:41)にタイに向けた定期国際放

送の３月のスケジュールが掲載された。日本からの放送は第

二・第四土曜日の 14 日と 28日で、午後 11時から 11時 30分

まで。その内容は講演・音楽・ニュースだった(表１)。 

 

6.6. 昭和 17年、『日本国タイ国間文化協定』における放送に関する条文 

昭和 17年 12月 26日に公布、同 28日に官報掲載された『日本國「タイ」國間文化協定』

には放送に関する規定も置かれている。この協定は 10 月 28 日に東京において署名、12 月

21 日にバンコクにおいて批准書を交換して同日実施されている。放送に関する条文である

第九条は以下の通り[公文書館(1942c:14､16)]。 

 

締約國ノ一方ハ自國ノ放送局ヲシテ他方ニ向ケ定期放送ヲ行ハシメ且他方ノ定期放

表１ タイ国向け定期国
際放送スケジュール 
【出典】『財団法人日本タ
イ協会会報』第 27 号 
(昭和 17.3.31 発行) 
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送ヲ中継セシムベシ 

締約國ノ一方ハ自國ノ放送局ヲシテ随時ニ講演、演藝、音樂等他方ノ文化ニ關スル放

送ヲ行ハシムルベシ 

 

 なお、外務省の『日本國「タイ」國間文化協定』の制定に至る両国間の協議の経過を綴っ

た文書綴りの記録[公文書館(1942b)]を追っていくと、放送に係る条文案は 5 月 27 日に開

催された文化協定案第二回打合会時点までは現れず、6月 8日の第三次打合会の資料に初め

て見られることから、放送に関する条文案は第三次打合会以降に追加され、議論の俎上に乗

せられたものである。その後、放送に関する条文は、多くの議論と修文を重ねた上で最終的

に上掲の形に整い、第九条として協定に追加されたのだった。 

 

6.7. 昭和 18年、タイでは放送聴取に対する規制を強化 

 昭和 18年 1月 8日の「デリー放送局放送聴取禁止に關する泰國警視廳令」によってデリ

ー放送局の放送聴取が禁止されたことが、昭和 18年 4月 30日発行の『財団法人 日本タイ

協会会報』に掲載された。デリー放送局の聴取禁止に伴い、ラジオ受信機所有者は警視庁令

発布日から起算して 7日以内に、また、この日より後にラジオ受信器を入手した者は入手か

ら 3日以内に、「ラジオ受信器ノ數、種類、眞空管數、短波長波ノ別、住所、姓名」を所轄

の警察署へ報告することが求められることとなった。また、販売者に対しても、販売したラ

ジオ受信器につき「該受信器ノ種類、眞空管數、短波長波ノ別、購入者ノ姓名住所」を販売

日から 3日以内に同様に報告することとされている。そして、各警察署は所轄区域内のラジ

オ受信機の所有者名簿を作成して厳重に取り締まることとなった。[日タイ協(1943:82)] 

この警視庁令では政府機関のラジオ受信機と特に許可を得た民間ラジオ受信機はこの禁

止から除外されたのだが、その音響は屋外に漏洩しないようにすることが求められていた

から、「日本・タイ文化研究所の二階にラウドスピーカーを取付け、王城の西北角にあたる

その四つ角から街道に向つて放送するやう装置し」ていた設備による日本の海外放送の音

響も、昭和 18年 1月 8日以降、タイ政府によって止められた可能性が考えられる。 

 

 

7. 今日における日本の国際放送 

7.1. 戦後の国際放送体制の改編 

昭和 23年 11月 10日、国際電気通信株式会社は解散し、戦後の国際放送業務は昭和 28年

3月 24日創立の国際電信電話株式会社（KDD）が担うこととなる。そして、八俣送信所が実

施してきた外国向けの放送送信の業務は KDDに引き継がれた[KDD(2001:25-26)]。  

今日、「KDDI八俣送信所」が日本で唯一の国際放送送信所として、NHK の委託を受け、日

本の国際放送を世界に届けている。最盛期には送信時間が一日のべ約 170時間に及んだ。 
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7.2. 現行法上の国際放送等の定義 

戦後に制定された現行法である『放送法』（昭和二十五年法律第百三十二号）には、日本

国内から外国に向けて短波を使って直接放送を届ける「海外放送」という戦前に使われた用

語は無くなった。戦前戦中と戦後では法律上の用語が異なるので注意が必要である。細部の

不正確さを恐れずに言うならば、戦前戦中に「海外放送」と呼ばれた放送は今日の「国際放

送」に相当する。現行法では、外国に向けた放送は次のように定義されている。 

国際放送： 

外国において受信されることを目的とする放送であつて、中継国際放送及び協会国

際衛星放送以外のもの 

中継国際放送： 

外国放送事業者（外国において放送事業を行う者をいう。以下同じ。）により外国

において受信されることを目的として国内の放送局を用いて行われる放送 

協会国際衛星放送： 

日本放送協会（以下「協会」という。）により外国において受信されることを目的

として基幹放送局（基幹放送をする無線局をいう。以下同じ。）又は外国の放送局

を用いて行われる放送（人工衛星の放送局を用いて行われるものに限る。） 

7.3. 現在実施されているラジオ国際放送について 

今日、日本の国際放送では、アラビア語、ベンガル語、ビルマ語、中国語、英語、フラン

ス語、ヒンディー語、インドネシア語、ハングル語、ペルシャ語、ポルトガル語、ロシア語、

スペイン語、スワヒリ語、タイ語、ウルドゥー語、ベトナム語、日本語の 18か国語が使用

されている[NHK:2020.10.1検索]。 

表２ ＮＨＫラジオ国際放送のタイ語放送スケジュールの例（2019.3.29-2020.10.25） 

【出典】NHK WORLD-JAPAN  https://www3.nhk.or.jp/nhkworld/ja/ 
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国際放送の電波の使用周波数は短波帯の 6MHｚから 21MHz。茨城県古河市東山田に在る八

俣送信所が、NHKからの委託を受けて世界に向けて送信している。短波という電波は季節や

放送時間帯などによって到達距離や伝播状況が変化するという性質を持っているため、毎

年春と秋に周波数を変更して世界各地での良好な受信確保に努めている。現在、八俣送信所

には 300kW送信機が 5台、100kW送信機が 2台置かれ、空中線はカーテンアンテナが 15式、

水平 LPアンテナが 3 式あり、25波の電波を一日のべ 47時間 20分送信している。 

日本の国際放送は、八俣送信所から短波によって直接世界各地に向けて放送することに

加えて、世界各地の放送局を通じて放送されている。例えば、タイ向けの放送については、

周波数 13､650kHz によって八俣送信所から直接タイに向けて放送するほかに、隣国シンガ

ポールの放送局やタイ国内のＦＭ放送局からも放送されている(表２)。 

8. おわりに

本稿では、戦前及び戦時体制下における放送分野の技術・施設整備の動向を俯瞰し、タ

イ等の東南アジア諸国に対する情報の流布や日本語教育・文化活動の一翼を担ったラジオ

放送の貢献について明らかにした。日本から発信されるラジオ放送を、日本文化活動のコ

ンテンツを運ぶための単なるインフラ設備としてではなく、この時代における総合的国際

協力活動として捉えた。 

地球を取り巻く電離層による反射によって遠方まで届く短波によるラジオ海外放送は、

まず英国をはじめとする欧州諸国において相手国に対する文化工作のための有力なツール

として活用が開始された。日本においても、昭和 10年代、文化活動の有力な手段の一つ

として短波による海外放送が注目され、その普及が進められた。この頃、日本国内で推進

されていた健康増進策「ラジオ体操」や公衆聴取設備「ラジオ塔」は、戦時下の東南アジ

ア諸国等にも導入された。これらは、ラジオ放送聴取の普及のみならず、タイ等東南アジ

ア諸国における日本文化活動の展開にも一石を投じていたと考えられる。

昭和 17年 3月 31日に国際学友会が発行した日本語学習者のための日本語教科書は海外

放送を題材として取り上げた。また、昭和 17年 10月 28日署名、同年 12月 21日批准・

発効、26日公布の『日本国タイ国間文化協定』にも放送に関する条文が盛り込まれた。 

技術開発面に目を転じれば、この当時のタイは欧州諸国からの一方的技術流入から脱却

し産業の自立を目指していた。日本においても放送や無線電信・無線電話など様々な技術

の国産化の重要性が強く意識されていた。技術の国産化において一歩先んじていた当時の

日本の技術者たちは、タイとの技術協力の推進のためにはまずタイの技術者たちに対する

丁寧な技術教育が必要であると考えた。また、日本国産技術の外国展開も試みられた。そ

うした中、日本はタイで実施された 100kW放送送信機の入札に応札した。この入札では欧

州諸国との価格競争に敗退したものの、結果として 50kW送信機の納入に成功した。この
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成功に貢献のあった技術者が、日本に対する文化的意識の高揚のためには留学生の受入れ

や海外放送における現地語の使用が重要である、と考えていたことは注目に値する。 

最後に、本稿が日本タイ交流分野の研究に有益な刺激を与えられたなら何よりである。 

【注】 

1. 松前重義：明治 34 年 10 月 24 日生まれ。東海大学創立者。大正 14 年に逓信省に入省し、工

務局長を経験の後、昭和 20 年 8 月 30 日から同 21 年 4 月 8 日まで逓信院総裁を務めてい

る。松前重義を陰に陽に指導した梶井剛は、明治 20 年 7 月 20 日生まれ、工務局長を最後に

逓信省を退官した後、昭和 13 年 7 月に日本電気株式会社専務取締役(後に社長)に就き、そ

の後、日本放送協会理事、東海大学理事、日本電信電話公社総裁、エフエム東京代表取締役

等を務めている[松前(1977)]。

2. トムヤンティ：本名ウイモン・シリパイブーン。1937 年バンコク生まれ。タマサート大学

商学部卒。『メナムの残照』で国王より最高文学賞を受賞。

3. 小説『メナムの残照』には大学名は示されていないが、以下の３点からアンスマリンが通う

のはチュラロンコーン大学である； ①アンスマリンは通学に市内路面電車を使っている、

②大学から出て来たアンスマリンをその父ルアンが自動車でタープラチャン船着き場まで送

る場面がある、③アンスマリンの２歳年上で村長の息子のワナスはアンスマリンと同じ大学

の「工学部」に通っている。

4. 星田晋五：大正 14 年に早稲田大学社会哲学科を卒業。卒業後、大学院で言語学を研究する

かたわら日語文化学校で日本語を教えた。昭和 13 年に渡タイ。外務省文化事業部の助成を

受けて日本・タイ文化研究所を創立し、主事として約 3 年間務めた。その間、同研究所併設

の日本語学校で日本語教育に当たった[星田(1944)]。

5. プラチャット・チャイヤコーン殿下：1881 年にチュラロンコーン大王の子として生まれ、

欧州に留学し土木工学を学んだ。

6. 網島毅：明治 38 年 6 月 2 日生まれ。昭和 16 年 12月 8 日には松前重義から逓信省無線課長

の職を引き継いでいる。戦後には電波監理長官、電波監理委員会委員長を務めた。

7. 全波受信機：数 10ｋHz から 30MHz までの全ての電波を受信できる受信機。一般の受信が認

められている放送周波数帯のみならず軍用や商用等の通信も聴くことが可能。

8.『日タイ言語文化研究』第 6 号掲載の沼田(2019:12-14)において盤谷日本人尋常小学校の地

番がシープラヤ通り 646 番地であった等の条件を手掛かりとしてその位置を推定した。その

結果、高速道路建設の際にその敷地として失われたと推察したのだが、今般新たな資料の発

見を見て、その推察結果を修正する必要が出て来た。その新たな資料とは、正確な発行年発

行元は明らかではないが、シープラヤ通り周辺の地図である。ナレー通り入口北側のシープ

ラヤ通り沿いの広い庭の建物に「สโมสรญีปุ่่น」（日本人倶楽部）と記されている。また、そこ

に示された建物の形状はシープラヤ通りに在った日本人学校の平面図とほぼ一致する。日本

人学校は日本人倶楽部と建物を共用していたからここが昭和 8 年まで日本人学校が在った場

所の蓋然性が高いと考えられる。

9. 今日のラジオ体操第一、第二は、戦後に改めて制定されたもので、音楽に合わせて実施する

という点においては戦前と変わりはないが、体操そのものは全く異なっている。

10. 国際交流基金は世界各地の海外センターで海外の日本語教育の支援を行っている。
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正誤表

p357　図１０のキャプション１行目
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